
 

 

 

 

 

 

  

  

  

 

 

横浜市教育委員会と横浜市選挙管理委員会は、平成 28年１月に「主権者教育」における連携・協力に関

する協定を締結し、市立学校での主権者教育の取組を推進してきました。 

このたび、学習指導要領の改訂や高等学校での新科目「公共」の設置を踏まえ、主権者教育のさらなる推

進に向けて、令和４年３月 28日に連携協定を更新しました。 

 
 
１ 市立小学校における参加体験型の選挙学習「せんきょフォーラム」の実施に関すること 

２  市立中学校における生徒会選挙の際の選挙学習及び中学生向け副教材「あと３年」の活用に関すること 

３  市立高等学校における「公共」を踏まえた模擬選挙等の参加実践型の学習の実施及び高校生向けの副教 

材「私たちが拓く日本の未来」の活用に関すること 

４  市立特別支援学校における出前授業等について、各校の実情に応じて実施するものに関すること 

５  学習指導要領を踏まえた実践的な主権者教育教材の製作と活用に関すること 

  ※ゴシック体が、今回の更新により変更となった箇所です。 

 
 

令和４年４月１日から令和９年３月 31日までの５年間 

 
 
横浜市教育委員会教育長      鯉渕  信也 

横浜市選挙管理委員会委員長   菅野 義矩 

 

 

小 学 校 ○出前授業 延べ 274校（平成 29年度から令和３年度まで） 
 
中 学 校 〇生徒会選挙等における器材貸出等の支援 

延べ 610校（平成 29年度から令和３年度まで） 

〇副教材「あと３年」を市内中学３年生全員に配付（毎年度） 

（令和３年度は 32,500部） 
 

高等学校 〇大学教授による特別授業（平成 28年度、平成 29年度） 

〇若者啓発団体による出前授業（平成 30年度、令和元年度） 

〇投票所の従事（平成 28年参院選、平成 29年市長選、平成 31年統一地方選、令和元年参院選） 
 

特別支援学校 ○生徒会選挙等における器材貸出等の支援 

       ○出前授業（平成 28年度） 
 

お問合せ先 

（学校教育活動に関すること）教育委員会事務局小中学校企画課長 根岸 淳   Tel 045-671-3233     

教育委員会事務局高校教育課長     鍋山 英彦  Tel 045-671-3289 

教育委員会事務局特別支援教育課長 高木 美岐  Tel 045-671-3956 

（連携実績に関すること）  選挙管理委員会事務局選挙課長     飯田 啓晶  Tel 045-671-3333 

 

令 和 ４ 年 ３ 月 2 9 日 
教育委員会事務局小中学校企画課 

高 校 教 育 課 
特別支援教育課 

選 挙 管 理 委 員 会 事 務 局 選 挙 課 
 

横 浜 市 記 者 発 表 資 料 

横浜市教育委員会と横浜市選挙管理委員会が 

「主権者教育」における連携・協力に関する協定を更新 

連携事項 

協定期間 

協定締結者 

これまでの主な連携実績 

大学教授による特別授業の様子 



 

 

参考資料 

 

 昨年8月の横浜市長選挙の投票率は「49.05％」でしたが、年代別に見ると、10～20代の若者の投票率の低さ

が顕著になっています。 

 


